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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　薄膜部と厚膜部とを有する多結晶シリコン膜からなり、前記薄膜部が少なくともチャネ
ル部として用いられ、
　前記多結晶シリコン膜は、前記薄膜部が完全溶融するとともに前記厚膜部が完全溶融し
ないエネルギ密度のレーザアニールによって形成され、
　前記薄膜部は、チャネル長方向が８μｍ以下であり、チャネル長方向に二列の結晶粒が
形成され、かつ当該二列の結晶粒の間に微結晶化組織が形成されていない、
　薄膜トランジスタ。
【請求項２】
　前記薄膜部が完全溶融するエネルギ密度とは当該薄膜部の微結晶化しきい値以上のエネ
ルギ密度であり、
　前記厚膜部が完全溶融しないエネルギ密度とは当該厚膜部の微結晶化しきい値未満のエ
ネルギ密度である、
　請求項１記載の薄膜トランジスタ。
【請求項３】
　前記薄膜部が完全溶融するエネルギ密度とは当該薄膜部の微結晶化しきい値以上かつア
ブレーションしきい値未満のエネルギ密度であり、
　前記厚膜部が完全溶融しないエネルギ密度とは当該厚膜部の多結晶化しきい値以上かつ
微結晶化しきい値未満のエネルギ密度である、
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　請求項１記載の薄膜トランジスタ。
【請求項４】
　前記チャネル部の他にＬＤＤ領域とソース・ドレイン領域の一部とが、前記薄膜部に形
成されている、
　請求項１乃至３のいずれか一項に記載の薄膜トランジスタ。
【請求項５】
　前記二列の結晶粒の間の結晶粒界がチャネル長方向に対して垂直である、
　請求項１乃至４のいずれか一項に記載の薄膜トランジスタ。
【請求項６】
　前記二列の結晶粒の一方にのみチャネル部が形成された、
　請求項１乃至５のいずれか一項に記載の薄膜トランジスタ。
【請求項７】
　基板上にアモーファスシリコン膜の薄膜部及び厚膜部を形成する工程であって、当該薄
膜部のチャネル長方向を８μｍ以下にする工程と、
　前記薄膜部が完全溶融するとともに前記厚膜部が完全溶融しないエネルギ密度で前記ア
モーファスシリコン膜をレーザアニールすることにより、当該薄膜部のチャネル長方向に
二列の結晶粒を形成するとともに当該二列の結晶粒の間に微結晶化組織を形成しないよう
に、当該薄膜部及び当該厚膜部を多結晶化する工程と、
　前記薄膜部を少なくともチャネル部とする薄膜トランジスタを形成する工程と、
　を備えた薄膜トランジスタの製造方法。
【請求項８】
　基板上にアモーファスシリコン膜の薄膜部及び厚膜部を形成する前記工程は、前記基板
上にアモーファスシリコン膜を形成する工程と、このアモーファスシリコン膜の一部を途
中までエッチングする工程とからなる、
　請求項７記載の薄膜トランジスタの製造方法。
【請求項９】
　基板上にアモーファスシリコン膜の薄膜部及び厚膜部を形成する前記工程は、前記基板
上に第一のアモーファスシリコン膜を形成する工程と、この第一のアモーファスシリコン
膜の一部をエッチングする工程と、このエッチングされた第一のアモーファスシリコン膜
を含む前記基板上に第二のアモーファスシリコン膜を形成する工程とからなる、
　請求項７記載の薄膜トランジスタの製造方法。
【請求項１０】
　前記薄膜部が完全溶融するエネルギ密度とは当該薄膜部の微結晶化しきい値以上のエネ
ルギ密度であり、
　前記厚膜部が完全溶融しないエネルギ密度とは当該厚膜部の微結晶化しきい値未満のエ
ネルギ密度である、
　請求項７乃至９のいずれか一項に記載の薄膜トランジスタの製造方法。
【請求項１１】
　前記薄膜部が完全溶融するエネルギ密度とは当該薄膜部の微結晶化しきい値以上かつア
ブレーションしきい値未満のエネルギ密度であり、
　前記厚膜部が完全溶融しないエネルギ密度とは当該厚膜部の多結晶化しきい値以上かつ
微結晶化しきい値未満のエネルギ密度である、
　請求項７乃至９のいずれか一項に記載の薄膜トランジスタの製造方法。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は、アクティブマトリックス型ディスプレイなどに用いられる薄膜トランジスタ及
びその製造方法に関する。以下、薄膜トランジスタを「ＴＦＴ（thin
film transistor）」、シリコンを「Ｓｉ」という。
【０００２】
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【従来の技術】
近年、ガラス基板上に集積回路を形成する薄膜素子として、多結晶ＳｉＴＦＴの開発が盛
んに行われている。多結晶Ｓｉ薄膜の形成法としては、一旦アモーファスＳｉ膜を形成し
た後にエキシマレーザ光を照射することにより、アモーファスＳｉ膜を溶融及び再結晶化
させて多結晶Ｓｉ膜を得る、エキシマレーザ法が一般的である。エキシマレーザ法で使わ
れるレーザアニール装置としては、照射口径が３００ｍｍ×０．４ｍｍ程度のレーザ光を
短軸方向に数十μｍピッチでスキャン照射する装置が市販されている。この装置を用いれ
ば、サブμｍオーダの結晶粒がランダムに配置された多結晶Ｓｉ膜が形成可能であるため
、移動度１５０ｃｍ２／Ｖｓ程度のＴＦＴを歩留まり良く量産可能となる。また、今後の
ＴＦＴの高性能化には、結晶粒径の拡大と結晶粒の位置制御とが必要である。
【０００３】
多結晶Ｓｉ膜の大粒径化技術として、例えば特許第2689596号公報には、二層のアモーフ
ァスＳｉ膜を利用して、薄膜部を大粒径化する技術が開示されている。しかし、この公報
には、レーザ照射条件に基づく膜の溶融状態及び膜厚以外の膜構造に関しては、何ら記載
も示唆も無い。また、結晶粒の位置制御に関する記載も示唆も無い。
【０００４】
一方、エキシマレーザアニール法を改良し、ＴＦＴのチャネル長に匹敵する数μｍもの結
晶粒を、その発生位置を制御しながら形成することにより、擬似単結晶ＳｉＴＦＴの開発
も進められている。例えば、MRS Bulletin 21巻（1996年）、３月号、39頁にＩｍらによ
り開示されているように、島状に形成したアモーファスＳｉ薄膜に、幅５μｍの極めて微
細な線状ビームを０．７５μｍピッチで照射することにより、結晶粒界がほぼ平行に整列
している一方向成長多結晶Ｓｉ薄膜が形成可能となる。また、第６１回応用物理学会学術
講演予稿集（2000年）、No.2、759頁、5p-ZD-4及び5p-ZD-5に中田らにより開示されてい
るように、位相シフトマスクを用いμｍオーダの強度周期を有するレーザ光を作成するこ
とにより、３μｍ程度に成長したＳｉ結晶粒を位置制御して形成することが可能となる。
これらの方法により、ＴＦＴチャネル位置に均一な大粒径多結晶Ｓｉ薄膜を、制御性良く
形成できるようになる。
【０００５】
【発明が解決しようとする課題】
これらレーザ光の強度プロファイルをμｍオーダで制御する方法を用いる場合、光学系の
分解能をサブμｍオーダに向上させる必要がある。しかし、光学系のコストが増大すると
いう問題、レーザ光の利用効率が低下するという問題、及び光学系の焦点深度が狭くなる
という問題が生じる。光学系の焦点深度が基板のそり量やたわみ量より狭くなると、基板
ステージに高さ調整機能を設ける必要が生じる。また、基板ステージ動作もサブμｍオー
ダで制御することが必要となる。更に、位相シフトマスクを用いる場合では、マスクをア
モーファスＳｉ表面にほぼ密着させる必要があるため、レーザアニール中にアモーファス
Ｓｉ膜表面から遊離するＳｉ原子がマスクを汚染するので、高価なマスクを頻繁に交換し
なければならない。したがって、生産設備としてのレーザアニール装置が複雑になるので
、値段が高価になるとともに、稼働率が低下するという問題が発生する。
【０００６】
【発明の目的】
そこで、本発明の目的は、高キャリア移動度及び低リーク電流等の性能を簡単に実現でき
るＴＦＴ及びその製造方法を提供することにある。
【０００７】
【課題を解決するための手段】
　本発明に係るＴＦＴは、薄膜部と厚膜部とを有する多結晶Ｓｉ膜からなり、薄膜部が少
なくともチャネル部として用いられものである。そして、多結晶Ｓｉ膜は、薄膜部が完全
溶融するとともに厚膜部が完全溶融しないエネルギ密度のレーザアニールによって形成さ
れ、薄膜部は、チャネル長方向が８μｍ以下であり、チャネル長方向に二列の結晶粒が形
成され、かつ当該二列の結晶粒の間に微結晶化組織が形成されていない（請求項１）。
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【０００８】
ここで、完全溶融するエネルギ密度とは、微結晶化しきい値以上のエネルギ密度であるこ
とを意味する。アモーファスＳｉ膜のレーザアニールによって形成される多結晶Ｓｉ膜の
結晶粒径は、レーザのエネルギ密度に依存する。そして、エネルギ密度が増加するに従い
結晶粒径は増加するが、ある特定のエネルギ密度を越えると粒径が２０ｎｍ以下と極めて
微細になることが知られている（ただし、膜厚によっては、レーザ照射による溶融後に結
晶化することなくアモーファス化する。）。このときのエネルギ密度を、微結晶化しきい
値という。
【０００９】
微結晶化は、アモーファスＳｉ膜の溶融状態が非完全溶融から完全溶融へと変化すること
により、再結晶化時の核発生機構が、基板／アモーファスＳｉ膜界面を核発生サイトとし
た不均一核発生から、特異な核発生サイトの無い均一核発生へと変化することにより発生
すると考えられている。この核発生機構の変化は、基板／アモーファスＳｉ膜界面の到達
温度、膜厚方向の温度分布、膜の冷却速度等に依存する。したがって、微結晶化しきい値
は、アモーファスＳｉ膜の膜厚、アモーファスＳｉ膜の構造、アモーファスＳｉ膜の光学
定数、パルスレーザ光の波長及びパルス幅、などに依存して変化する。例えば、一旦レー
ザアニールした多結晶Ｓｉ膜の微結晶化しきい値は、レーザ照射前のアモーファスＳｉ膜
よりも約１４％大きな値を示す。また、更にエネルギ密度が増大すると、アブレーション
により膜剥れが発生する。
【００１０】
薄膜部が完全溶融するとともに厚膜部が完全溶融しないエネルギ密度によるレーザアニー
ルでは、厚膜部では微結晶化しきい値以下の温度になる。そのため、厚膜部では、基板／
アモーファスＳｉ膜界面が主たる核発生サイトになり、基板／アモーファスＳｉ膜界面か
らアモーファスＳｉ膜表面方向へと結晶が成長する。一方、薄膜部では、完全溶融してい
ることにより、基板／アモーファスＳｉ膜界面での核発生が抑制されているため、厚膜部
で形成された結晶粒が種結晶となって、横方向（膜面方向）に成長した粗大結晶粒が得ら
れる。したがって、この粗大結晶粒は一次元で位置制御されていると言える。
【００１１】
ここで、エネルギ密度が高すぎて薄膜部だけでなく厚膜部も完全溶融してしまうと、薄膜
部及び厚膜部の両方で微結晶化した組織が形成される。逆に、エネルギ密度が低過ぎて厚
膜部の溶融が不十分であると、基板／アモーファスＳｉ膜界面近傍にアモーファスＳｉ膜
領域が残存することになる。すると、種結晶は薄膜部／厚膜部境界よりも薄膜部側に形成
されてしまうため、粗大結晶粒の粒径は小さくなってしまう。更に、エネルギ密度が低過
ぎて薄膜部が完全溶融しない場合は、基板／アモーファスＳｉ膜界面で核発生が起こるた
め、厚膜部とともに薄膜部においてもランダムに発生した不均質な１μｍに満たない結晶
粒が形成される。
【００１２】
したがって、照射エネルギ密度は、薄膜部で微結晶化しきい値以上かつアブレーションし
きい値未満であり、厚膜部で膜厚方向にアモーファスＳｉ膜が全て多結晶化する値以上か
つ微結晶化しきい値未満である、となる条件を選定する。
【００１３】
請求項２記載のＴＦＴは、請求項１記載のＴＦＴにおいて、薄膜部が完全溶融するエネル
ギ密度とは薄膜部の微結晶化しきい値以上のエネルギ密度であり、厚膜部が完全溶融しな
いエネルギ密度とは厚膜部の微結晶化しきい値未満のエネルギ密度である、としたもので
ある。請求項３記載のＴＦＴは、請求項１記載のＴＦＴにおいて、薄膜部が完全溶融する
エネルギ密度とは薄膜部の微結晶化しきい値以上かつアブレーションしきい値未満のエネ
ルギ密度であり、厚膜部が完全溶融しないエネルギ密度とは厚膜部の多結晶化しきい値以
上かつ微結晶化しきい値未満のエネルギ密度である、としたものである。これらの請求項
は、エネルギ密度をより具体化したものである。
【００１４】
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請求項４記載のＴＦＴは、請求項１乃至３のいずれかに記載のＴＦＴにおいて、チャネル
部の他にＬＤＤ（lightly doped drain）領域とソース・ドレイン領域の一部とが、薄膜
部に形成されている、というものである。ＬＤＤ領域及びソース・ドレイン領域の一部も
、粗大結晶粒を有する薄膜部に形成されているので、ＬＤＤ領域での低リーク電流化、ソ
ース・ドレイン領域での低抵抗化が図れる。
【００１５】
　また、本発明に係るＴＦＴは、薄膜部のチャネル長方向に二列の結晶粒が形成されてい
る。ソース・ドレイン領域に薄膜部と厚膜部との界面がある場合、これらの界面から結晶
粒が成長するので、薄膜部ではチャネル長方向に二列の結晶粒が形成される。すなわち、
薄膜部ではチャネル長方向と交差する結晶粒界が概ね一面となるので、キャリア移動度が
向上する。請求項５記載のＴＦＴは、請求項１乃至４のいずれかに記載のＴＦＴにおいて
、二列の結晶粒の間の結晶粒界がチャネル長方向に対して垂直である、というものである
。
【００１６】
請求項６記載のＴＦＴは、請求項５記載のＴＦＴにおいて、二列の結晶粒の一方にのみチ
ャネル部が形成された、というものである。この場合は、チャネル長方向と交差する結晶
粒界が概ね無くなるので、キャリア移動度がより向上する。
【００１７】
　また、本発明に係るＴＦＴは、薄膜部のチャネル長方向が８μｍ以下である。粗大結晶
粒の粒径は４μｍまでが比較的容易に形成できる。薄膜部のチャネル長方向が８μｍ以下
とすると、薄膜部のチャネル長方向に二列の結晶粒を容易に形成できる。
【００１８】
　本発明に係るＴＦＴの製造方法は、本発明に係るＴＦＴを製造する方法である（請求項
７乃至１１）。
【００１９】
換言すると、本発明は次の構成を採り得る。
（１）薄膜部及び厚膜部を有する多結晶Ｓｉ膜を活性層に用いたＴＦＴにおいて、チャネ
ル部とＬＤＤ領域とソース・ドレイン領域の一部とが薄膜部に形成されているＴＦＴ。
（２）薄膜部が二列の結晶粒で構成されている上記（１）。
（３）薄膜部及び厚膜部を有する多結晶Ｓｉ膜を活性層に用いたＴＦＴを作製するにあた
り、薄膜部は完全溶融しかつ厚膜部は完全溶融しないエネルギ密度でエキシマレーザアニ
ールする、ＴＦＴの製造方法。
（４）薄膜部の領域幅が８μｍ以下である上記（３）。
【００２０】
アモーファスＳｉ薄膜にエキシマレーザ光を照射する、多結晶Ｓｉ薄膜の製造方法におい
て、アモーファスＳｉ薄膜は二種類の膜厚を有し、エキシマレーザ光の照射強度が、当該
アモーファスＳｉ薄膜の薄膜部を完全に溶融する強度であり、かつ当該アモーファスＳｉ
薄膜の厚膜部を完全には溶融しないこと、を特徴とする。また、チャネル領域とＬＤＤ領
域とを当該薄膜部に有するＴＦＴを提供する。
【００２１】
【発明の実施の形態】
図１は、本発明に係るＴＦＴの第一実施形態を示す断面図であり、図１［１］～図１［４
］の順に製造工程が進行する。図２［１］は図１［４］の平面図であり、図２［２］は図
１［４］の次の製造工程を示す断面図である。図３［１］は第一比較例を示す断面図であ
り、図３［２］は第二比較例を示す平面図である。以下、これらの図面に基づき説明する
。
【００２２】
まず、ＰＥＣＶＤ（plasma enhanced CVD）法を用いて、ガラス基板１０上に下地用のＳ
ｉＯ２膜１２をとアモーファスＳｉ膜１４とを連続して成膜した（図１［１］）。膜厚は
、両者とも１００ｎｍとした。続いて、ガラス基板１０等に対して５００℃かつ５分の脱
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水素処理を行い、通常のフォトリソグラフィ法及びドライエッチング法を用いて、アモー
ファスＳｉ膜１４に薄膜部１６及び厚膜部１８を形成した（図１［２］）。薄膜部１６は
、膜厚が４０ｎｍ、領域幅が３μｍとした。厚膜部１８の膜厚は、変わらずに１００ｎｍ
である。続いて、アモーファスＳｉ膜１４表面にエキシマレーザ光１５を照射した（図１
［３］）。このレーザアニール装置は、２００ｍｍ×０．４ｍｍ光学系を有する一般的な
量産品を用いた。その照射条件として、エネルギ密度は薄膜部１６が完全溶融する４３０
ｍＪ／ｃｍ２とし、スキャンピッチは４０μｍとした。
【００２３】
ここで、完全溶融するエネルギ密度とは、微結晶化しきい値以上のエネルギ密度であるこ
とを意味する。例えば特開平11-274095号公報に開示されているように、アモーファスＳ
ｉ膜１４のレーザアニールにおいて、形成される多結晶Ｓｉ膜２４の結晶粒径は、レーザ
エネルギ密度に依存する。エネルギ密度が増加するに従い粒径は増加するが、ある特定の
エネルギ密度を越えると粒径が２０ｎｍ以下と極めて微細になることが知られている（膜
厚によっては、レーザ照射による溶融後に結晶化することなくアモーファス化する。）。
このときのエネルギ密度を、微結晶化しきい値という。
【００２４】
微結晶化は、アモーファスＳｉ膜１４の溶融状態が非完全溶融から完全溶融へと変化する
ことにより、再結晶化時の核発生機構が、基板／Ｓｉ界面１９を核発生サイトとした不均
一核発生から、特異な核発生サイトの無い均一核発生へと変化することにより発生すると
考えられている。この核発生機構の変化は、基板／Ｓｉ界面１９の到達温度、アモーファ
スＳｉ膜１４の膜厚方向の温度分布、アモーファスＳｉ膜１４の冷却速度等に依存する。
したがって、微結晶化しきい値は、アモーファスＳｉ膜１４の膜厚、アモーファスＳｉ膜
１４の構造、アモーファスＳｉ膜１４の光学定数、パルスレーザ光の波長及びパルス幅、
などに依存して変化する。例えば、一旦レーザアニールした多結晶Ｓｉ膜２４の微結晶化
しきい値は、レーザ照射前のアモーファスＳｉ膜１４より約１４％大きな値を示す。また
、更にエネルギ密度が増大すると、アブレーションにより膜剥れが発生する。
【００２５】
膜厚４０ｎｍのアモーファスＳｉ膜の微結晶化しきい値は、４１０ｍＪ／ｃｍ２であった
。そのため、膜厚が同じアモーファスＳｉ膜の場合、４３０ｍＪ／ｃｍ２で照射すると微
結晶化組織になるはずである。しかしながら、本実施形態において４３０ｍＪ／ｃｍ２で
照射後の薄膜部１８には、薄膜部１８の幅の１／２程度の長さである１．５μｍ程度の粒
径の粗大結晶粒２６が形成された（図１［４］）。この粗大結晶粒２６の生成は、薄膜部
１６の両脇に厚膜部１８を有していることに起因する。
【００２６】
厚膜部１８においては、４３０ｍＪ／ｃｍ２は微結晶化しきい値（約５７０ｍＪ／ｃｍ２

）以下の値であるため、基板／Ｓｉ界面１９が主たる核発生サイト２０になり、基板／Ｓ
ｉ界面１９からアモーファスＳｉ膜１４表面方向へと結晶が成長する。一方、薄膜部１６
では、完全溶融していることにより、基板／Ｓｉ界面１９での核発生が抑制されるため、
厚膜部１８で形成された結晶粒が種結晶２２となって、横方向（膜面方向）に成長した粗
大結晶粒２６が得られる。したがって、この粗大結晶粒２６は一次元で位置制御されてい
ると言える。図２［１］の平面図にも示すように、薄膜部１６の両端から粗大結晶粒２６
が成長するため、薄膜部１６を二分するかの如くに結晶粒界２８が形成される。
【００２７】
ここで、厚膜部１８も完全溶融してしまう過度のエネルギ密度では、薄膜部１６及び厚膜
部１８の両方とも微結晶化した組織が形成される。一方、図３［１］に示すように、エネ
ルギ密度が低いために、厚膜部１８において溶融が不十分である場合は、基板／Ｓｉ界面
１９近傍にアモーファスＳｉ領域３０が残存することになる。この場合、種結晶は薄膜部
１６と厚膜部１８との境界よりも薄膜部１６側に形成されてしまうため、粗大結晶粒２６
’の粒径は小さくなってしまう。更に、薄膜部１６が完全溶融しない場合では、基板／Ｓ
ｉ界面１９で核発生が起こるため、厚膜部１８とともに薄膜部１６においてもランダムに
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発生した不均質な１μｍに満たない結晶粒が形成される。
【００２８】
したがって、照射エネルギ密度は、薄膜部１６で微結晶化しきい値以上かつアブレーショ
ンしきい値未満であり、厚膜部１８で膜厚方向に膜が全て結晶化する値以上かつ微結晶化
しきい値未満である、となる条件を選定する。本実施形態では、上記の値はそれぞれ、４
１０ｍＪ／ｃｍ２、６００ｍＪ／ｃｍ２以上、２５０ｍＪ／ｃｍ２、５７０ｍＪ／ｃｍ２

であることから、４１０～５７０ｍＪ／ｃｍ２が、位置制御された均質な粗大結晶粒２６
からなる多結晶Ｓｉ膜２４を得る照射条件となる。
【００２９】
粗大結晶粒２６の粒径は、照射エネルギ密度や薄膜部１６と厚膜部１８との膜厚差にも依
存するが、主として基板温度等に依存しているので基板温度が室温のとき、約２μｍが限
度であった。また、領域幅が５μｍの薄膜部１６’としたとき、図３［２］に示すように
、薄膜部１６’の両脇部には２μｍずつの粗大結晶粒２６が形成されたが、中央部１μｍ
の領域には微結晶化組織３２が形成された。更に、基板温度を４００℃としたとき、粗大
結晶粒２６の粒径は約４μｍまで増加した。
【００３０】
以上の一次元に位置制御された粗大結晶粒２６からなる多結晶Ｓｉ膜２４を用いて、図２
［２］に示すようにゲート絶縁膜３４、ゲート電極３６、ゲート電極３６の両側にＬＤＤ
領域３８、ソース・ドレイン領域４０を形成した。ここでゲート電極幅（ＴＦＴチャネル
長）は１．５μｍ、ＬＤＤ長は０．５μｍとした。その後、図示しないが、層間絶縁膜及
びソース・ドレイン電極配線を形成して、ＴＦＴ４２が完成する。つまり、ＴＦＴ４２は
、薄膜部１６と厚膜部１８とを有する多結晶Ｓｉ膜２４からなり、薄膜部１６が少なくと
もチャネル部３７として用いられものである。そして、多結晶Ｓｉ膜は、薄膜部１６が完
全溶融するとともに厚膜部１８が完全溶融しないエネルギ密度のレーザアニールによって
形成されている。
【００３１】
このように作製されたＴＦＴ４２は、キャリアの移動を著しく妨げるチャネル長方向に対
して概略垂直な結晶粒界２８が一面と制御されているため、高移動度であり、素子間のバ
ラツキも小さい。また、チャネル／ＬＤＤ境界４４とＬＤＤ／ソース・ドレイン境界４６
とがチャネル長方向において同一の粗大結晶粒２６内に形成されているため、リーク電流
も、単結晶Ｓｉ基板上のＴＦＴ並みに極めて低い値を示す。
【００３２】
また、ソース・ドレイン領域４０には厚膜部１８を含む方が、シート抵抗の低減、不純物
導入時のプロファイル制御性、コンタクトホール形成時のエッチング制御性等に有利であ
る。ＬＤＤ領域３８が無いセルフアラインＴＦＴの場合、リーク電流は高くなるが、それ
でもチャネル／ソース・ドレイン端がチャネル長方向において同一の結晶粒内に形成され
ているため、通常のセルフアライン多結晶ＳｉＴＦＴに比べれば低い値を示す。
【００３３】
なおアモーファスＳｉ膜厚差を形成する場合、特許第２６８９５９６号公報に見られるよ
うに、アモーファスＳｉ膜を２回成膜することもできるが、このとき両アモーファスＳｉ
膜の界面に自然酸化膜が残存してしまう。このような膜内に自然酸化膜が残存した厚膜部
をＴＦＴのソース・ドレイン領域に利用すると、ソース・ドレイン抵抗が増大するので、
望ましいものではない。
【００３４】
図４［１］は、本発明に係るＴＦＴの第二実施形態を示す断面図である。以下、この図面
に基づき説明する。ただし、図２［２］と同じ部分は同じ符号を付すことにより説明を省
略する。
【００３５】
第一実施形態と同様にして、４００℃でレーザアニールを行い、３μｍの２列に配列した
粗大結晶粒２６からなる多結晶Ｓｉ膜２４を形成した。この多結晶Ｓｉ膜２４を利用し、
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ゲート絶縁膜３４、ゲート電極４８、ゲート電極４８の両側にＬＤＤ領域５０、ソース・
ドレイン領域５２を形成した。これにより、チャネル長０．８μｍ、ＬＤＤ長０．５μｍ
の両側ＬＤＤ構造のＴＦＴ５４を作製した。ここでチャネル部４９は、一方の粗大結晶粒
２６内に形成することにより、薄膜部１６を二分する結晶粒界２８を含まないようにして
ある。結晶粒界２８は、ソース・ドレイン領域５２にあることが望ましいが、ゲート長や
ＬＤＤ長及びフォトリソグラフィ目合わせ精度によっては、ソース側又はドレイン側のＬ
ＤＤ領域５０のどちらかに含まれてしまう可能性がある。低リーク電流の観点からは、ソ
ース側のＬＤＤ領域５０に結晶粒界２８が有ることが望ましい。
【００３６】
図４［２］は、本発明に係るＴＦＴの第三実施形態を示す断面図である。以下、この図面
に基づき説明する。ただし、図２［２］と同じ部分は同じ符号を付すことにより説明を省
略する。
【００３７】
第一実施形態と同様にして、１．５μｍの２列に配列した粗大結晶粒２６からなる多結晶
Ｓｉ膜２４を形成した。この多結晶Ｓｉ膜２４を利用し、ゲート絶縁膜３４、ゲート電極
５６、ゲート電極５６の片側にＬＤＤ領域５８、ソース・ドレイン領域６０を形成した。
これにより、チャネル長０．８μｍ、ＬＤＤ長０．２μｍの片側ＬＤＤ構造のＴＦＴ６２
を作製した。ここでチャネル部５７は、一方の粗大結晶粒２６内に形成されている。薄膜
部１６を二分する結晶粒界２８は、チャネル部５７及びＬＤＤ領域５８には位置しない。
【００３８】
なお、本発明は、言うまでもなく、上記実施形態に限定されるものではない。例えば、基
板上に第一のアモーファスシリコン膜を形成し、第一のアモーファスシリコン膜の一部を
エッチングし、エッチングされた第一のアモーファスシリコン膜を含む基板上に第二のア
モーファスシリコン膜を形成することにより、薄膜部と厚膜部とを形成してもよい。
【００３９】
【発明の効果】
本発明によれば、薄膜部が完全溶融するとともに厚膜部が完全溶融しないエネルギ密度の
レーザアニールによって多結晶Ｓｉ膜を形成することにより、薄膜部と厚膜部との界面か
ら成長した粗大結晶粒によってチャネル部が構成されるので、一般的なレーザアニール装
置を用いて高キャリア移動度及び低リーク電流等の性能を簡単に実現できる。
【００４０】
チャネル部の他にＬＤＤ領域とソース・ドレイン領域の一部とを、薄膜部に形成すること
により、ＬＤＤ領域及びソース・ドレイン領域の一部も粗大結晶粒に形成されるので、Ｌ
ＤＤ領域での低リーク電流化、ソース・ドレイン領域での低抵抗化が図れる。
【００４１】
チャネル長方向の二列の結晶粒で薄膜部を構成することにより、薄膜部ではチャネル長方
向と交差する結晶粒界が概ね一面となるので、キャリア移動度がより向上する。
【００４２】
二列の結晶粒の一方にのみチャネル部が形成することにより、チャネル長方向と交差する
結晶粒界が概ね無くなるので、キャリア移動度がより向上する。
【００４３】
　薄膜部のチャネル長方向を８μｍ以下とすることにより、４μｍ以下の粒径の粗大結晶
粒は比較的容易に形成できるので、薄膜部のチャネル長方向に二列の結晶粒を容易に形成
できる。
【図面の簡単な説明】
【図１】本発明に係るＴＦＴの第一実施形態を示す断面図であり、図１［１］～図１［４
］の順に製造工程が進行する。
【図２】図２［１］は図１［４］の平面図である。図２［２］は図１［４］の次の製造工
程を示す断面図である。
【図３】図３［１］は第一比較例を示す断面図である。図３［２］は第二比較例を示す平
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面図である。
【図４】図４［１］は本発明に係るＴＦＴの第二実施形態を示す断面図である。図４［２
］は本発明に係るＴＦＴの第三実施形態を示す断面図である。
【符号の説明】
１６　薄膜部
１８　厚膜部
２４　多結晶Ｓｉ膜
２６　粗大結晶粒
３７，４９，５７　チャネル部
４２，５４，６２　ＴＦＴ

【図１】 【図２】
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